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当社の概要
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会社概要
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丸運の沿革

金原明善が
天龍運輸を設立

丸運に
商号変更

1892

1960

1990

2007

東証第１部
株式上場

中国上海
現地法人設立

2016

監査等委員会
設置会社

2021

2022

130周年

関係会社

20社

グループ従業員

2,283名

売上高

47３億円

「利他自利」の精神を実践し、変革してきた130年
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創業者 金原明善の理念を受け継いで
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丸運 創業者
金原 明善翁

（1832年～1923年）

社是 ˮ ꜛ ˯
χθϛτ Ϭ׃ ϥάρτϢμο
ϛοꜛϣϜ Ϭ׃ ϥάρΥπΦϥʻ

功績 1892 ˢ Ⱶ25 ˣʺ
Ḯ֫χ πΚϥ ֫ Ϭ ʻ

ꜛ ψ τ ϛˮΚωϦ ˯χӰ π ӽ ϬἂΰϛοΜθ
ϬʺⱧỘπ θ ∞▀Ϭ αο χᵠ ῬⱧϬ◐ϛϥ 

Ϭ Ẇ τ ΰʺ ӪϬ ϥʻ
Ⱶ ⱧỘτᴥΠʺ ʾ֫ ʾ ∙ χⱵ╦ḩ ⱧỘϬọΰθʻ
Ϙθʺ ẰπỴ“ʺ χⱧỘʺ ᵤ χᵫ ⱧỘϜ ᵫΰθʻ
⁸ ῐⱧỘˢᾝ∕χ  ῐˣχᾛ ρσϥⱧỘϜọΰθʻ



物流業界の概況
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JR貨物

航空貨物
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航空利用運送

内航海運

港湾運送

倉庫

外航海運

トラック輸送

（億円）◆業種別売上高 23兆9,392億円

60.4%トラック運送

6出典：全日本トラック協会「日本のトラック輸送産業現状と課題」 出典：国土交通省「物流をめぐる現状」

◆物流事業者の種類

事業区分 会社数 構成比

ЕжАϼ 62,176 82.9%

ᾫ 6,037 8.0%

‚ᵤ֫ 3,510 4.7%

1,090 1.5%

ᵰ‚ 911 1.2%

  ֫ 868 1.2%

‚Ἃ 195 0.3%

ᵰ‚ᵤ֫ 194 0.3%

‚Ἃᵁ 21 0.0%

ЕжАϼЌ˔ЬЗи 16 0.0%

JRᵁ 1 0.0%

合計 75,019 100%
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国内貨物輸送量 トラック運送企業数

国内の物流量は減少基調、運送会社数は横ばい

リーマンショック

東日本大震災
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（百万個）

・AmazonなどのEコマース市場が急成長
・メルカリなどの個人間取引市場も急成長

（出典：国土交通省発表資料）

宅配便市場の急成長

C to C

Consumer to Consumer

B to C

Business to Consumer

B to Ｂ

Business to Business

B to C
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物流は社会インフラ

物流は生産者から消費者までのサプライチェーンを
支えている重要な社会インフラです。
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提案する物流会社

お客さまの物流課題を解決する物流会社へと変化

1st Party
˪ТϮ˔ІЕʾО˔Гϰ˔˫

ḼỘχꜛּז

2nd Party
˪ЈϸрЖʾО˔Гϰ˔˫

χ ᵓּז
ˢ ᵓּזʺ ᾫᵓּזσςˣ

3rd Party
˪Ђ˔ЖʾО˔Гϰ˔˫

3PL
˪Ђ˔ЖʾО˔Гϰ˔ʾкЅІГϰϼІ˫

荷主会社に対して物流改善を提案
物流業務のアウトソース・サービスを

提供する物流会社

部分最適から全体最適へ
10



アフターコロナ時代に向けて

部分最適 全体最適

荷主会社
（1PL）

仕分

保管

配送

加工

物流会社
（2PL）

A物流会社

B物流会社

C物流会社

D物流会社

委託

委託

委託

委託

包括
委託

物流会社
（3PL）

倉庫機能

加工機能

仕分機能

運輸機能

3PL会社は荷主の物流課題を解決し全体最適サービスを提供
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環境問題への対応

地球温暖化対策へ、今、モーダルシフトが評価されています

◆効率的でクリーンな大量輸送機関である鉄道輸送は、
地球の環境問題、労働力問題、道路渋滞、
ディーゼル車の排ガス問題など
社会的制約が高まる中で、
最適な輸送手段として期待されています｡

◆丸運は、環境にやさしい鉄道コンテナ輸送を
お客さまの輸送効率化を図る
一貫輸送方式として提供しています｡

モーダルシフトとは、トラック等の自動車による貨物輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶に転換すること
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モーダルシフトの効果

環境負荷の軽減と物流業務の省力化の推進に貢献

13
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丸運の事業内容

国内外で物流サービスを提供している総合物流会社

貨物輸送 エネルギー輸送

海外物流 テクノサポート
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丸運の事業構造
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貨物輸送
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全国に展開する貨物輸送

全国の物流センターとの連携による充実した物流ネットワーク
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ワンストップ物流サービス

通関業務

航空輸送

海上輸送

荷役作業

梱包業務

コンサル
ティング

倉庫業務

国内輸送

丸運グループ

外航船
内航船

国際便
国内便

輸出入通関
各種申請手続き

チャーター輸送
路線便輸送

保管/流通加工
入出庫/ピッキング

効率化・最適化

輸出梱包/国内梱包

バンニング
デバンニング
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エネルギー輸送
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日本のエネルギー需要を支えて

丸運トランスポート札幌

丸運トランスポート西日本

▼本 社：北海道札幌市
▼車両数：70台
▼従業員：93名

▼本 社：大阪府大阪市
▼車両数：111台
▼従業員：141名

丸運トランスポート東日本

静岡石油輸送

▼本 社：神奈川県横浜市
▼車両数：191台
▼従業員：405名

▼本 社：静岡県富士市
▼車両数：33台
▼従業員：68名

全国のガソリンスタンドや需要家に安定してエネルギーを配送

20(2020 年9月末時点)



海外物流
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成長するアジア市場へ展開

⁯

ЦЕЗЭ

◆現地法人（上海、常州、天津）

◆現地法人（ハノイ）

▼2007 年、上海に進出（初の現地法人）
▼日本の高品質な物流サービスを提供
▼ローカルスタッフを育成

売上高
（億円）
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テクノサポート
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丸運の事業内容のまとめ
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長期経営ビジョン
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グループ経営理念の浸透

グループ
経営理念

長期経営ビジョン

丸運イノベーション

中期経営計画 2020－2022

●私たちの使命
お客さまの物流ソリューションを、最高の品質と創造力で提供し、
社会の発展、企業の繁栄、個人の幸福に貢献します

私たちは、今後１０年間に毎年２％以上の成長を続け、組織と
個人も、ともに２０％以上パワーアップした姿に進化します

¸ Business Innovation
¸ Mind Innovation
¸ Cost Innovation
¸ IT Innovation
¸ Work Style Innovation

長期経営ビジョンに基づく３年間の実行計画
「飛躍に向けた準備期間」

26



丸運グループ経営理念

・安全運行、安定輸送、安心配送を最優先します
・顧客満足の実現に全力を注ぎます
・法令等を遵守し、公平・公正で透明な取引を実行します
・ステークホルダーとの対話を尊重し、ともに成長します
・安全・品質を妥協することなく追求します
・個人の知恵と想像力、組織の経験と結束力で課題を解決します
・環境負荷の軽減に努め、自然との共生をめざします

お客さまの物流ソリューションを最高の品質と創造力で提供し、
社会の発展、企業の反映、個人の幸福に貢献します

♆θκχ►

♆θκχ

～金原明善が唱えた「利他自利」の精神を受け継いだ経営理念～

創業者 金原明善
27



長期経営ビジョン

グループ
経営理念

長期経営ビジョン

丸運イノベーション

中期経営計画 2020－2022

28

私たちは、今後１０年間に毎年２％以上の成長を続け、
組織そして個人も、ともに２０％以上パワーアップした姿に進化することを目指します

◆売上高、経常利益および売上高経常利益率を向上

◆従業員満足度、顧客満足度および株主満足度を向上

◆企業認知度およびホームページ訪問者を増加

◆組織そして個人もともに成長

◆ダイバーシティを推進



丸運イノベーション

1 2Business
Innovation 3

Mind
Innovation 4Cost

Innovation

IT
Innovation

成長戦略ビジネスの推進

丸運スピリットの

パラダイムシフトの推進

丸運グループの

業務改革の推進

コスト削減の推進

５Work Style
Innovation

「働き方改革」の推進

丸運イノベーション

長期経営ビジョンの実現に向け業務および意識改革を柱とした丸運イノベーションを推進

29



第三次中期経営計画
～飛躍への準備期間～

30



新型コロナウイルスの影響

31

事業部 昨年度の状況 足元の状況

 

海外物流
■コロナ禍から早期に復調した中国経済の影響

　を受けて、物流需要は比較的堅調に推移

■景気が回復基調にある中国経済を反映して、

　 物流需要は堅調に推移すると見込まれる

　■日本の経済は、コロナ禍の拡大が止まらず、社会および経済活動に大きな制約を受けたことから、総じて低調に推移した。

　■巣ごもり消費に伴う個人消費関連の物流増加はあるものの、内外経済の減速を受けて総貨物輸送量は、前年を下回った。

　■ワクチン接種は進展しているが、世界経済がパンデミック以前のレベルに戻るには、まだ「厳しく長い道のり」があると思われる。

貨物輸送
■日本経済のコロナ禍からの回復遅れを受けて

　 国内および輸出入物流需要は低調に推移

■前年からの反動増はあるが、コロナ禍からの

　 本格的な物流需要の回復には、時間を要する

　 と見込まれる

エネルギー輸送

■構造的な石油製品需要の減少基調に加えて、

　 外出自粛などからガソリンやジェット燃料油等の

   輸送関連油種の需要は低調に推移

■前年からの反動増はあるが、コロナ禍に伴う

　 社会および経済活動に対する制約から

   石油製品需要は低調に推移すると見込まれる



基本方針

基本方針

財務KPI

▼10年後（2030年）を見据えた課題の確認

▼課題の克服のためのアクションプランを策定

▼「飛躍に向けた準備期間」と位置付け

▼第三次中期経営計画は、「飛躍に向けた準備期間」と

位置付けており、成長の戦略的投資が先行

▼EBITDAを経営指標として採用

32

〈EBITDA採用の理由〉
・EBITDA（Earnings Before Interest, Taxes, Depreciation and Amortizationの略）
・成長戦略の実現のため積極的な設備投資を実行する中期経営計画において採用
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収益計画（売上高）

（億円） 〈第二次中期経営計画〉 〈第三次中期経営計画〉

「飛躍に向けた準備期間」「経営プラットフォームの構築」

収益認識基準の変更
（2021年～）

新型コロナウイルス感染症

33※収益認識基準の変更：2021 年4月から、国際会計基準（IFRS-15）適用のために導入される会計基準原則の変更



収益計画（EBITDA・経常利益）
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成長へのアクションプラン

ポスト・コロナの「新たな経営環境」の下、
顧客の物流ニーズに対応した物流ソリューションを提案

貨物輸送 エネルギー輸送 海外物流

■収益力の向上

■高収益・高成長分野
への進出

■国際貨物の強化

■事業体質の強化

■物流インフラの拡充

■顧客対応力の向上

■ネットワークの拡充

■既存深耕および
現地ニーズの取込

■多国間取引の拡大

35

〈事業規模の拡大〉 〈事業規模の維持〉 〈積極展開で成長〉



主なアクションプラン

貨物輸送 エネルギー輸送 海外物流

■収益力の向上
・長距離配車センター設立
・関係会社の競争力強化
・通運事業の再構築

■高収益・高成長分野の拡充
・冷凍市場への拡大
・既存倉庫のリニューアル

■国際貨物の強化
・顧客戦略の再構築
・生鮮取引事業への進出
・内外一貫物流の強化

36

■事業体質の強化
・エリア戦略の全体最適化
・協力会社との連携強化

■物流インフラの拡充
・危険物倉庫の拡充
・危険物製品の拡大
・自車比率の向上

■顧客対応力の向上
・新規拠点の確保
・拠点網の全体最適化

■ネットワークの拡充
・新規拠点の構築
・倉庫の増床

■既存深耕・現地物流の取込
・ISOコンテナ配送
・幹線及び地場需要の獲得
・営業体制の充実

■多国間取引の拡大
・日中越拠点の連携強化
・現地代理店との協業強化



当社の魅力
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物流DX

〈1〉受け継がれてきた変化への対応力

脱炭素・循環型社会 グローバル物流

明治 ～ 大正 ～ 昭和 ～ 平成 ～ 令和

通運

運輸

運輸・倉庫

貨物・エネルギー

創業以来、
物流ニーズの変化に対応して
最適な物流サービスを提供してきました。

ポスト・コロナこれからも、新たな物流サービスの
創造に挑戦していきます。

38



CSR
経営

ESG
経営

〈2〉持続的成長と企業価値向上のESG経営

E 

S

G

環境

社会

ガバナンス

◆2021年度から
CSR経営を深化させた
ESG経営へ移行

◆環境対応について
重点的に取り組み
社会的使命を果たします

◆脱炭素社会に向けた取り組みの推進
◆環境に配慮した事業運営の推進

◆多様な働き方の推進
◆ダイバーシティの推進

◆コーポレートガバナンスの強化
◆コンプライアンスの徹底
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〈3〉配当方針

安定的かつ継続的な配当を行うとともに、
内部留保の拡充と有効活用により企業競争力と株主価値の向上に努めます



◆丸運グループに関するプレスリリース、経営計画、会社情報等については、
当社ウェブサイトをご覧ください。

◆IR情報のコーナーでは、「個人投資家の皆さまへ」というコーナーを設けております。
当社グループの経営戦略および事業計画等について、より分かりやすくご説明しています。

丸運グループに関する情報

丸運グループウェブサイトhttps ://www.maruwn.co.jp

IRメール配信サービスのご紹介

◆IR情報→IRメール配信サービスから
メールアドレスをご登録ください。

◆適時開示情報など丸運グループの
最新のIR関連情報を配信いたします。
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問合せ先： 株式会社丸運 広報・IR部
TEL 03-6810 -9476 /FAX 03 -6810 -9645

■本資料は、丸運グループの事業内容等に関する情報の提供を目的とするものであり、
当社株式への投資を勧誘するものではありません。

■本資料に記載した業績予想、見通しおよび事業計画等は、本説明資料の作成時点
において入手可能な情報に基づいており、その正確性および完全性を保証し、また約束
するものではありません。

■業績予想、見通しおよび事業計画等は、今後、予告なく変更されることがあります。
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